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経済産出高の比率が 12.28 ％から以上 21.71％の範囲であれば前年の GDP に対する対前年比防衛
部門経済産出高増加額の比率はマクロ経済成長に対して有意なプラスの効果をもたらすこと，そ
してその範囲であれば防衛部門経済と民生部門経済の限界生産力の差は有意で，前者は後者より





行研究としては Alexander［1990］，Atesoglu and Mueller［1990］，Huang and Mintz［1991］，
Mueller and Atesoglu［1993］，Mintz, and Stevenson［1995］，Heo［1997］，安藤［1998a, 
1998b, 1999, 2002, 2004］，Ando［2000］そして安藤［2007］と Ando［2009］がある．しかしそ















証分析を行っている先行研究としては Atesoglu and Mueller［1990］，Huang and Mintz［1990, 




Huang and Mintz［1991］である 2．Huang and Mintz［1991］は 1952―1988 年のデータを用い
て三部門モデルを OLS で推定しているが，説明変数の一部については VIF が高いことから多重
共線性が発生している可能性を指摘し，リッジ回帰でも分析している．その推定結果は防衛部門
経済から民間部門経済への外部効果は正ではあるものの，有意ではないことを示している．
　米国を含むパネル分析を行っているものとして Macnair et al.［1995］，安藤［2007］および




進国 28 か国と発展途上国 81 か国のデータを用いたそれぞれの推定結果からともに有意な正の外






1　 技術進歩を考慮した Mueller and Atesoglu モデルを推定しているのが安藤［2004］であり，年次デー
タを用いた推定結果からも四半期データを用いた推定結果からも防衛部門経済から民間部門経済へ
の外部効果は確認されていない．米国以外で防衛部門経済の外部効果を実証的に分析しているのが
Alexander［1990］，安藤［1998a, 1998b, 2002, 2004］である．Alexander［1990］はベルギー，デンマーク，


















　ここでは Feder モデルの二部門モデルを簡潔に導出する 3．一国経済の産出高Y を防衛部門経
済M と非防衛経済部門経済，つまり民生部門経済C の二部門に分け，それぞれの生産関数を
　　 ),( mm KLMM = 　　（3.1）
　　 ),,( MKLCC cc= 　　（3.2）
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ここでY は実質 GDP， I は実質民間投資， Lは労働投入量（＝年間雇用者数×雇用者 1 人当た
り週平均労働時間），先行研究においてはM とC はそれぞれ実質防衛支出 ME と実質民生支出























































輸出を考慮し，防衛支出にこの通常兵器純輸出額を加えた実質防衛部門経済産出高 MY ，C は実




















の各値に対応する mδ ′ の推定係数，標準偏差，そして t値が計算できるからである．
　さて，定式化の過程で示されたように有意な mδ ′ から防衛部門経済と非防衛部門経済の限界生
産力の差が算出され，また， mθ は防衛部門経済から非防衛部門経済への外部効果を表す．さらに，
被説明変数が実質経済成長率であることから mδ ′ はM の前年から今年にかけての変化額の前年




表 1　記述統計（n ＝ 33）
変数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Y
Y∆
-0.028 0.073 0.028 0.020
1−Y
I
0.906 1.001 0.966 0.022
L


















































































I（0） * I（0） ** I（0） *
1−Y
I
I（1） ** I（0） * I（0） †
L
L∆























































I（0） * I（1） ** I（1） **
（注）表中の **，*，†はそれぞれ 1％，5％，10％で次数 0 もしくは 1 で単位根を棄却できることを表している．
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　表 2 には推定される 2 本の推定式に含まれる被説明変数と説明変数の ADF 検定の結果が示さ
れている．それらは被説明変数と説明変数のすべてが 0 次もしくは 1 次で単位根があるとの帰無














































































推定係数 t  値 　 VIF 　 推定係数 t  値 　 VIF
定数項 -0.309 -3.319 ** 　 　 -0.256 -3.126 ** 　
1−Y
I
0.339 3.489 ** 2.74 0.285 3.331 ** 2.06
L
L∆














































































































































囲で算出した mδ ′ とその t値は図 1 に，有意な mδ ′ から算出された mδ は図 2 に示されている．
















































































































が 12.28 以上 21.71 以下のときに限られ，そのときの mδ ′ の推定値は 0.00313 から 0.00687 までの
範囲をとり，1 期前の防衛部門経済産出高に対する民生部門経済産出高の比率が大きいほど推定
係数は大きくなる．また，各 mδ ′ から算出される mδ は 0.0031 から 0.0069 までの範囲をとって防
衛部門経済の限界生産力は民生部門経済の限界生産力をそれだけ上回る．




















する民生部門経済産出高の比率が 12.28 以上 21.71 以下であれば前年の GDP に対する防衛部門経
済の産出高の拡大幅が大きいほど経済成長をもたらすことが明らかにされた．このことは，米国
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